
（単位：百万円）

部局名 事　業　名 Ｈ１５当初 Ｈ１６当初 増減率 特　記　事　項

総務部 私立学校振興費等補助金 1,862 1,809 ▲ 2.8%
・従来の所要額方式から単価方式に変更するとともに、
　生徒１人あたり補助単価を３カ年で財政力類似県の平均
　単価まで縮減

バス路線運行維持事業費補助金 339 490 44.5%

・市町村と県の役割を踏まえ、県が支援する対象路線につ
　いて、一定の収支率等を基準とした整理を継続検討
　（Ｈ１７予算から反映）
                      ※Ｈ１５は２月補正で増額見込み

一畑電車運行維持対策事業費補助金
（欠損補助） 0 148 　

・行政(県：市町＝５：２)で２億円を欠損補助しているが、
　Ｈ１７からの補助対象経費及び負担割合(１：１への変更)
　の見直し等を継続検討
　　　　　　　　 ※Ｈ１５は９月補正で148百万円を措置

石見―大阪路線運航維持補助金 28 25 ▲ 10.7%

・行政(県：地元＝２：１)で１．２億円を運航補助している
　が、Ｈ１６下半期からの小型機材の導入に向け航空会社と
　協議中
　　　　　　　  ※Ｈ１５、１６とも上半期分のみを計上

美術品収集費 300 0 ▲ 100.0% ・少なくとも財政健全化の集中改革期間(～Ｈ１８)は一般会
　計買戻しを凍結

芸術文化センター整備事業
（管理運営） 0 　 ・指定管理者制度の導入を前提に、県費負担を最小限にする

　方策を検討

小規模事業経営支援事業費補助金
（商工会・商工会議所人件費補助） 1,581 1,537 ▲ 2.8%

・市町村合併を踏まえ、職員設置基準を見直しＨ１７から反
　映
・Ｈ１６は退職者不補充等により縮減

中小企業連携組織対策事業費補助金
（中央会人件費補助） 113 104 ▲ 8.0%

・中小企業団体中央会の役割を踏まえ、組織体制を見直しＨ
　１７から反映
・Ｈ１６は退職者不補充等により縮減

土木部 下水道普及促進対策交付金 1,618 405 ▲ 75.0% ・従来の一括交付方式から５年分割交付方式へ変更

教育委員会 高等学校校舎等整備事業 1,735 2,955 70.3%
・新規箇所は今後の再編計画を踏まえ見直し
　　　　　※新規分　H15：898百万円 → H16：214百万円
　　　　　※継続分　H15：837百万円 → H16：2,741百万円

主な特別需要経費のＨ１６予算措置状況

地域振興部

環境生活部

商工労働部


